「令和2年度ものづくり企業ガイドブック魚沼」掲載企業募集等に関する取扱要領

（趣旨）
第１条　この要領は、新潟県魚沼地域振興局企画振興部（以下「振興局」という。）が魚沼市内のものづくり企業に対する地元高校生等の就職及び理解の促進を図ることを目的に作成する「令和2年度ものづくり企業ガイドブック魚沼」（以下「ガイドブック」という。）に掲載する企業の募集及び原稿の作成等に関し、必要な事項を定めるものとする。
（掲載事業所の要件）
第２条　ガイドブックに掲載する事業所（以下「掲載事業所」という。）は、魚沼市内に所在地のある日本標準産業分類で定められた製造業であることを要件とする。
（掲載の申込み）
第３条　ガイドブックへの掲載を希望する企業は、別に定める期日までに、振興局へ別紙様式１「掲載申込書」を提出するものとする。
（要件の審査）
第４条　前条の掲載申込書を受理した場合には、振興局は、第２条に規定する要件の適合性を審査する。
２　前項の審査の結果、要件に適合しない場合、振興局は、掲載の申し込みをした企業へ審査結果を通知する。
（掲載事業所の決定）
第５条　振興局は、前条の審査の結果、要件に適合すると認められる事業所を掲載事業所として決定し、決定内容を掲載の申込みをした企業へ通知する。
２　掲載事業所が、第２条で定める要件に該当しなくなった場合、振興局は、掲載事業所の決定を取り消すことができる。
（暴力団関与の属性要件に基づく決定取り消し）
第６条　前条第２項に定める場合のほか、掲載事業所の決定を受けた企業（以下「決定企業」という。）が次の各号のいずれかに該当するときは、振興局は、決定を取り消すことができる。
（１）その役員等（決定企業が個人である場合にはその者を、決定企業が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。
（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
（３）その役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認められるとき。
（４）その役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
（５）その役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められるとき。
（６）下請契約又は資材若しくは原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
（７）決定企業が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材若しくは原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、振興局が決定企業に対して当該契約の解除を求め、決定企業がこれに従わなかったとき。
（原稿の作成）
第７条　決定企業は、振興局と契約を締結した印刷事業者（以下「印刷事業者」という。）から電子メールにより送付される別紙様式２「企業情報調査票」に必要事項を入力し、指定された期日までに、印刷事業者へ電子メールにより提出する。
２　印刷事業者は、決定企業から送付のあった企業情報調査票に基づき、初稿を作成し、振興局及び決定企業へ電子メールで送付する。
３　振興局及び決定企業は、送付された初稿を確認し、修正の必要がある場合は、指定された期日までに修正内容を印刷事業者へ電子メールで連絡する。なお、修正の必要がない場合も、指定された期日までに印刷事業者へその旨をメールで連絡するものとする。
４　印刷事業者は、前項の規定により連絡のあった修正内容に基づき、第２稿を作成し、振興局及び該当する企業へ電子メールで送付する。
５　振興局及び該当する企業は、送付された第２稿を確認し、修正の必要がある場合は、指定された期日までに修正内容を印刷事業者へ電子メールで連絡する。なお、修正の必要がない場合も、指定された期日までに印刷事業者へその旨をメールで連絡するものとする。
６　印刷事業者は、前項の規定により連絡のあった修正内容に基づき、最終稿を作成し、振興局へ電子メールで送付する。
７　振興局は、最終稿を確認の上、印刷事業者へガイドブックの印刷作業を開始する旨の指示をする。
８　振興局は、初稿及び第２稿を確認し、ガイドブック全体の整合性を確保するために必要があると認められる場合は、決定企業と原稿内容について協議する。この場合、決定企業は、振興局との協議に応じなければならない。
（ホームページへの掲載）
第８条　ガイドブックの電子データは、振興局ホームページに掲載する。
（その他）
第９条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。


附　則
[bookmark: _GoBack]この要領は、令和２年９月25日から施行する。


別紙様式１

令和  年  月　日

新潟県魚沼地域振興局企画振興部長　様

企業所在地
企業名
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

「令和2年度ものづくり企業ガイドブック」掲載申込書

「令和2年度ものづくり企業ガイドブック」掲載企業募集等に関する取扱要領第３条の規定に基づき、下記のとおり掲載を申し込みます。
なお、当社又は当社の役員等は、同要領第６条に規定された暴力団関与の属性要件に該当しないことを誓約します。

記
　掲載を希望する事業所
	１　名　　称
	

	２　所 在 地
	

	３　事業内容
	


※　掲載を希望する事業所が複数ある場合は、２つ目以降の事業所について、上記１から３の内容を記載した別紙（様式任意）を作成し、本申込書に添付してください。

【連絡担当者】
部署　　　　　　　　　　　　　　　　役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　 
E-mailアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※　企業情報については、ガイドブック及び振興局ホームページで公開します。公開により生じた不利益については、一切の責任は負いかねますので予め御承諾の上、申込み願います。





別紙様式２

「令和2年度ものづくり企業ガイドブック」企業情報調査票

１　基本情報
	企業名
	

	本社所在地
	

	電話番号・担当部署
	

	ホームページURL
	

	資本金
	

	売上高
	

	従業員数
	

	事業内容
	

	掲
載
事
業
所
	名称
	

	
	所在地
	

	
	電話番号・担当部署
	

	
	ホームページURL
	

	
	従業員数
	


　※　本社と掲載事業所が同一の場合、「掲載事業所」欄は空欄にしてください。
　※　「事業内容」欄は、貴社の優れているところを含めて記入してください。

２　こんな仕事で活躍していただけます
	


　※　職種別に業務内容を記入してください。

３　こんな人を待っています
	












　※　職種別、卒業学校別に、貴社が必要としている人物像がわかるように記入してください。

４　アピールポイント
	


　※　他の会社にはない特徴や、社員の状況など保護者に対するＰＲなどを記入してください。

５　○○からのメッセージ
	（○○）　　　　　　　（職名）　　　　　　　（氏名）



　※　先輩（地元出身者）か若手社員から記入いただけると幸いです。
　※　○○には記入者がわかるように、若手社員などと記入してください。

６　掲載写真等
（１）会社の外観、主要製品、作業風景等の画像をこの企業情報調査票とともに、電子メールで提出してください。（写真の掲載枚数は、４枚程度とします。）
（２）メッセージ記入者の顔写真の掲載が可能な場合、企業ロゴマークやＱＲコードがある場合は、（１）に併せて電子データで提出してください。

	〈参考〉「令和2年度ものづくり企業ガイドブック」の概要
○発行時期　　令和２年１１月上旬
○配付範囲　　・小出高等学校、堀之内高等学校、塩沢商工高等学校、各学校保護者
　　（予定）　　・県内機械系テクノスクール
・長岡市、小千谷市、南魚沼市内の県立・私立高等学校進路指導室
・ガイドブック掲載企業（１企業につき１部）
・魚沼市成人式
・Ｕ・Ｉターン情報発信機関窓口ほか
○掲載内容
①基本情報（企業名、ＱＲコード、所在地、電話番号・担当部署、ホームページURL、資本金、売上高、従業員数、事業内容） ②こんな仕事で活躍していただけます（職種別） ③こんな人を待っています（職種別、卒業学校別） ④アピールポイント ⑤先輩・若手社員等からのメッセージ ⑥写真（社屋、製品、作業風景、メッセージ記入者の顔写真等）



